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は　じ　め　に
　文部科学省と厚生労働省は，2013年 5月 17日，2013年度大学新卒者 4月 1日現在の就職率が
前年度比 0.3ポイント上昇の 93.9パーセントとなり，2年連続で上昇したとの発表を行なった。
2011年 4月 1日現在は，同統計を開始した 1997年以降で最低の 91.0パーセントだったが，中小
企業への就職が増え，最悪期を脱したとの見解である。しかしながら，就職率 93.9パーセント
という数値に関して，企業の人事担当者や大学のキャリア支援スタッフから疑問視する声も聞こ
えてくる。文部科学省は，2011年 1月の中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・
職業教育の在り方について」（答申）1） では，『一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基
盤となる能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促す教育が「キャリア教育」である
とされている。また，2011年 7月の審議経過報告では，組織的・体系的にキャリア教育・職業
教育を行なう必要性とその方策がまとめられている。一方，2012年 4月施行の大学設置基準2） で
は，「大学は当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を向上させ，
社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うこ
とができるよう，大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切体制を整えるものとすること」と
いう内容が追加された。このように大学は，生涯を通じた持続的な就業力の育成を目指し，教育
課程の内外を通して社会的，そして職業的な自立に向けた指導等に取り組むことが要求されてい
る。つまり，大学に対して，学生へのキャリア支援・支援組織の整備と強化が急務とされている
のである。そこで本稿は，大学生のキャリア支援の課題を論じるものである。
　第 1章では，企業が求める人材と大学が育成する人材とにミスマッチがあることを指摘する。
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  This report clarified carrier support carried out at a current university.
  The author pointed out a problem of the carrier support, and also examined the solution 
to problem. Furthermore, the author carried out a review and the documents investigation 
into precedent study and the questionnaire analysis about a problem of the carrier support.
  As a result, I confirmed three problems and suggested the improvement method.
  By findings, the authors proposed for development of career education and career 
service  from an educational point of view and an institutional point of view.
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そして第 2章では，現在の大学で行なわれているキャリア支援の先行研究を確認したうえで，指
摘された事項や課題との関係を明らかにする。第 3章では，大学におけるキャリア支援の現状を
概観することで支援現場での課題を確認した上で，企業側と大学側が理解認識する能力に関して
のミスマッチを指摘する。第 4章では，抽出された課題がインタビュー調査からも検証されてい
ることを指摘する。最後に第 5章では，文献調査やアンケート分析の結果より見えてきたことを
論じ，大学のキャリア支援への課題改善と解決のための政策を提言した。
第 1章　高等教育機関でのキャリア教育が求められる背景
　大学・短大生の就業を取り巻く状況は，雇用環境や雇用情勢，また正規雇用と非正規雇用と
いった雇用形態に関わること，そしてニート・フリーター増加による将来的な年金等の社会保障
にまで影響が及ぶなど多くの課題が確認できる。こうした厳しい状況の中で企業側である産業界
は，どのような人物・人材を高等教育機関に求めているかを概観する。まず，社会人に求められ
る力についてさまざまな定義が出されているが，その中から代表的なものを挙げてみる。最初に，
一般社団法人日本経済団体連合会は，2004年 4月「21世紀を生き抜く次世代育成のための提 
言」3） の中で，現代は企業が内外の企業との熾烈な競争環境の中で，知恵を競い合う時代になっ
ており，ものごとの本質をつかみ，課題を設定し，自ら行動することによってその課題を解決し
ていける人材を育成することが急がれるとの認識の下，産業界は以下の 3つの力を備えた人材を
求めていると述べている。 その 3つは，①志と心（人間性，倫理観，社会性，職業観，責任感，
仕事に対する意識の高さ，国際協調の意識）②行動力（実行力，コミュニケーション能力，情報
収集力，プレゼンテーション能力，シミュレーション能力，ネットワーク力，異文化理解能力）
③知力（基礎学力，論理的な思考力，戦略的な思考力，専門性，独創性）である。2番目に，経
済産業省は，職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力として，
2006年 2月に産学有識者による議論を経て定義づけた 3つの能力（12の能力要素）を「社会人
基礎力」4） と名付け，以下のように整理している。その 3つは，①前に踏み出す力・アクション
（主体性，働きかけ力，実行力）②考え抜く力・シンキング（課題発見力，計画力，創造力） 
③チームで働く力・チームワーク（発信力，傾聴力，柔軟性，情況把握力，規律性，ストレスコ
ントロール力）である。3番目として，公益社団法人経済同友会は，2007年 3月，「教育の視点
から大学を変える」5） の中で，経済同友会が特に重視し，新しい教育の中で培うことを期待する
のは，以下のような多様な力である。①高い倫理観（社会において，人と人，人と自然との関わ
りの中で生きて行く上での基礎となる価値観）②志（人生を通じて何を実現するのか，より具体
的には，どのような分野で自らの能力を発揮し，それを通じて世の中にどう貢献していくのかと
いう意志と自律心）③熱意・意欲（自らの志を追求し，新しいことや変化，困難に挑戦する姿
勢）④課題発見・解決力（社会全般，または特定の分野の俯瞰や，日々の暮らしに対する観察な
どを通じて，自ら新しい課題を発見する力。「解のない問題」にも粘り強く取り組み，自分で考
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え，解決方法を追求する力）⑤問題解決の方法論（事実分析，論理的思考，仮説検証等，問題を
解決するために必要な一連のスキルと，試行錯誤や挫折に耐える強さ）⑥協働力（自分の考え・
認識を他者に的確かつ効果的に伝えるとともに，相手の考え，意見に耳を傾け，尊重すること。
対話を通じて理解・納得を得，協業関係を構築する力）⑦既存のものへの批判力（既存の制度や
仕組み，情報等を鵜呑みにせず，独自の視点から検証することで，新しい解答を導き出す力） 
⑧国際性（国際社会と日本との関わりの理解や，異文化・多様な価値観を理解し，尊重する姿勢。
語学力を含む，幅広い人々と対話する能力）⑨人それぞれの個性，特性，才能（他者とは異なる
自分の個性や特性，得意分野を見出し，追求する力。同時に，他者の個性や独自性を評価し，そ
れを尊重する力）である。
　以上のように産業界や企業が求める能力・力の定義には多様な内容が示され，またその能力を
大学・短期大学生等が習得することが求められていることが確認できる。
　次に，産業界や企業は，多様な力を社会人になろうとする大学・短期大学生に求めていること
が認識できたが，その能力の中でどのような能力を特に求めているかを明らかにする。これには，
一般社団法人日本経済団体連合が 1997年から継続的に実施している「新卒採用に関するアン
ケート」によって一定の確認をすることが可能である。最も新しいデータとなる「新卒採用
（2012年 4月入社対象）に関するアンケート」6） 調査によると，「選考にあたって特に重視した点
（24項目から 5つ選択）」の設問で（図 1参照），最も数値が高いのが「コミュニケーション能
力」82.6パーセント，次いで「主体性」60.3パーセント，「チャレンジ精神」54.5パーセント，
「協調性」49.8パーセントの回答であった。これらに続くものとして「誠実性」34.2パーセント，
出典：日本経済団体連合「新卒採用に関するアンケート（2011年 3月卒業者）」のデータを基に著者が作成。
（図 1）採用選考にあたって特に重視した点（5つ選択）
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「潜在的可能性」25.9パーセント，「論理性」25.4パーセント，「責任感」24.8パーセントであり，
「一般常識」8.9パーセント，「学業成績」7.6パーセント，「語学力」6.9パーセント，「クラブ活
動・ボランティア活動」2.9パーセント，「保有資格」0.7パーセントの回答の結果である。ここ
で注目すべき視点は，大学・短期大学の教育現場において，正課活動である授業科目にまじめに
取り組み，良い学業成績をあげても企業側があまり評価をしないという点，そして課外活動の中
心となるクラブ活動に参加した学生にも評価が低い点，また語学力を高めるために，英検や
TOIECといった資格試験を目指して一生懸命に注力しても，獲得した語学力や取得した資格に
対して，企業側が高い評価を示していない点があげられる。こうした産業界・企業側の認識と大
学側の認識に差が生じていることが，大きな課題となっていると考えられる。
第 2章　大学キャリア教育におけるキャリア支援の先行研究
　大学のキャリア教育においては，キャリア形成支援，キャリア開発支援，就職支援，職業指導，
就業力育成支援等さまざまな言葉が使用されており，さまざまな考え方と捉え方をされている。
本稿においては，大学が学生に支援する内容を包括的に捉えて，キャリア支援という表現を使用
する。ここでのキャリア支援とは，授業内でのキャリア形成・キャリア開発・キャリアデザイン
科目やインターンシップ科目，授業外での国家資格・各種資格受験指導・対策等，またキャリ
ア・センター主導での職業指導・支援と行事（就職ガイダンスや学内企業セミナー）等を含めた
ものである。大学におけるキャリア支援の先行研究を俯瞰すると，現状における支援の問題点を
抽出し指摘するもの，個々の大学での事例研究・分析を通じて，その問題解決と方法を論じた研
究が見られる。こうした先行研究の中にあって，キャリア支援の必要性と有効性に明確な指摘を
論じた研究を概観する。
　谷田川は，戦後の日本の大学において，キャリア支援の発展の過程，つまりキャリア支援が大
学教育における中心的な活動として位置づけられていく経緯を明らかにすることを通して，今後
のキャリア支援の改善の糸口となると思われる点を 3つに集約している7）。指摘するポイントを
端的にまとめると，第 1に大学には，学生のキャリア意識を含め，学習や生活などの実態を正確
に把握し，各大学の現実に即した支援モデルを構築する努力が求められる。第 2に大学のみなら
ず，労働市場の側の変化によって，現在のキャリア支援の混乱が起こったことから，大学と学生
の就職の受け皿である産業界との連携をとり，採用の調整や人材育成の分担を検討することが必
要である。第 3に学生の特性は，大学の類型によって異なるものと考えられるため，大学類型に
よるキャリア支援の展開の相違に着眼するものと考えている。次に，末廣は，本人の勤務する宇
都宮大学・キャリア教育・就職支援センター副センター長の業務推進と実践，事例研究から，次
の点を指摘している8）。1点目は，外部から企業人を講師に招く等外部とのネットワークを活用
した教育を実施する。更に産業界などの外部との連携を強化して教育体制を整えること。2点目
に 1点目の実現のためには，キャリア・センターと各学部の教員との役割分担と連携，キャリ
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ア・センターと学部をそれぞれで行なわれるキャリア教育のつなぎの強化が必要である。3点目
に学卒の就職事業の厳しさの背景に日本の経済産業，社会，教育の構成変化の問題があることを，
政労使・教育関係者が再認識し，お互いの情報共有と議論を進めることである。また，上西は，
中央教育審議会答申（2009）「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について
（審議会経過報告）」が指摘するように，企業だけに人材育成を期待できない現状であること，高
等教育機関が社会・職業との関連を重視した実践的な職業教育の充実を図ることが重要であると
認識している9）。また，寺崎は，大学独自のキャリア形成支援を構築する必要性を主張し，その
実現のために地域の事情に精通し，学生の就職相談と職業紹介の両方に総合的に対応する専門的
な知識やスキルをもった担当職員をキャリア・センターに配置することが有効と指摘してい 
る 10）。以上の先行研究のように谷田川と末廣は，産学連携の強化において一致し，谷田川と上
西は，産学での人材育成の分担において一致している。また谷田川と寺崎では，各大学独自の支
援モデルの構築において一致している。そして末廣と寺崎では，教職協働，教員と職員の連携の
重要性を主張している。
第 3章　大学におけるキャリア支援の展開
3‒1　大学におけるキャリア支援の時系列的支援
　2013年度卒業生の就職活動スケジュールから一般的な大学生の就職活動の動向をまとめてみ
ると，2011年 10月ごろ①自己分析と②業界・企業研究を開始する。そして同年 12月 1日から
③エントリー11） を開始して，次いで④会社説明会へ徐々に参加し始める。そして⑤エントリー
シート12） を提出し，エントリーシートの評価において 2012年 2月頃より，⑥筆記試験，⑦面接
へ参加することになる。数回の面接を経た後に同年 3月中旬ころより，⑧内定の結果が報告され
る。以上のように学生の視座に立って就職活動におけるポイントを大きく捉えると，①～⑧の点
に集約することができる。それでは，大学側の視座より，学生の就職活動に対して，どのような
支援を実施しているかを確認してみる。
　まず①の自己分析に対しては，正課科目と正課科目外の 2つのアプローチを実施している。正
課科目としては，自己分析を自己理解・自分研究，あるいはキャリアデザイン，ライフプラン・
キャリアプランとした捉え方により，これまでの小・中・高校時代の遍歴や大学生活，そして今
後の将来を見据えたうえでのキャリアデザインを考えるよう 1年次から授業科目として参加でき
るようにしている大学も多い。また正課科目外としては，就職ガイダンスの中で実施するとか，
就職試験対策として講座を実施する大学もある。正課科目にて 1・2年次に実施されるキャリア
デザインは，体系的なカリキュラムでかつ半期（1学期）をかけて教員が担当する。一方のガイ
ダンスや講座として実施される自己分析（キャリアデザイン）は，履歴書・エントリーシートに
書き込むための効用が強くなっている。いづれにしても，自己分析は就職活動における基軸と
なっている。それは，履歴書・エントリーシートでの文章表現そして面接でのコミュニケーショ
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ンやプレゼンテーションの双方において，自己 PRや自己理解と認識度がかなり影響するからで
ある。
　②業界・企業研究に対しても，自己分析と同様に 2つのアプローチがある。正課科目としては，
キャリア形成科目等の名称にて設置するケースである。授業科目は，現役の実務家を招いてオム
ニバス方式で講義を実施する。半期で 15回の講義のうち，最初に講義概要や受講ルールを説明
した後，残りの 14回を銀行・商社・小売・旅行・ホテル・サービス・航空業等の講義により最
新のトレンドかつ業界独自の情報を把握することが可能である。一方正課科目外としては，就職
ガイダンスで，業界研究の方法論講義や日経新聞の読み方を 1時間程度で学修する。また学内企
業セミナー等と称して，一定期間の間に学内に企業・団体を数十社招いて，業界説明や会社説明
と仕事内容や採用スケジュール等の情報を聞く機会を提供する大学もある。
　③エントリーに関しては，正課外の就職ガイダンスにより，興味ある企業や入社を希望する企
業の情報入手と応募の仕方，方法等をキャリア・センター職員により説明するのが一般的である。
或いは大手就職サイト運営企業から担当者を招聘して説明するケースも見受けられる。大手企業
や一部上場企業などはWEBによる大手就職サイトからのエントリーが主流となっているが，中
小企業においては，企業ホームページや電話によりアクセスするのが一般的である。
　④会社説明会の対応について，正課外の就職ガイダンスや講座により支援するケースが支流で
あり，身だしなみとマナーに関して外部講師を招聘してノウハウを伝授している。まず身だしな
みでは，例えば某大学の場合，大手アパレル専門店から販売とコーディネートの現場担当者をガ
イダンス講師に招いている。そこでの 1時間の講義では，男子学生と女子学生それぞれの就活
スーツの考え方から始まり，スーツのタイプとカラー，そしてシャツやネクタイ，靴下・ストッ
キング等について，また頭の先である髪，イヤリング・ピアスの考え方，腕時計の選択，爪とマ
ニキュア，化粧，そして足先である靴までのトータルコーディネートを詳細かつ綿密に説明して
いる。次にマナーでは，同大学の場合，大手国内航空会社の OGをガイダンス講師に招いて実施
するもの，加えて希望者を募って実施する就職マナー講座を実施している。就職マナー講座は，
企業研修等で評価の高い外部講師を招くケースが多い。そうした講義においては，声の出しかた
から始まり，電話の応対方法，面接マナーとしての控え室での態度，部屋に入室する時のポイン
ト，入試後の礼と会釈，椅子の座り方，言葉遣い等を学生自らの実践形式にて指導が実施される。
　⑤のエントリーシート（履歴書）については，正課科目外として支援する大学がほとんどであ
る。履歴書とエントリーシートの対策講座として外部講師を招いて，1～2時間程度で講義を実
施する大学も多い。しかしながら，対策講座日を複数日設置したにも関わらず，授業科目やクラ
ブ・アルバイトの関係で参加しない学生も多く，就職を希望する学生全員が参加できないという
問題も含んでいる。基本的には，通年を通して履歴書とエントリーシートの添削指導を実施して
いるのが，キャリアセンタースタッフ（大学職員）である。エントリーシートは年々記述内容の
細分化と多様化，そして高度化されている。各々の大学によってその関わり方は，さまざまであ
るが，学生への記述・執筆指導で職員にかかる負担が増していることは否めない。
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　⑥筆記試験については，正課科目外として模擬試験を実施するところや講座を設置して外部講
師により傾向と対策を練るケースがほとんどである。企業の筆記試験は，SPI13） と呼ばれる適性
検査と時事・一般常識の試験が支流であり，中等教育で学んだ英数国理社を理解していれば概ね
対応できる難易度である。しかしながら女子学生対象の一般職においては，筆記試験の難易度を
上げてふるいにかける企業も多い，例えば著者の企業訪問ヒアリングよるが，大阪に支社を置く
A商事株式会社の 2012年度入社筆記試験では，約 500名のうち 8割の約 400名が筆記で落とさ
れている。面接試験をうけることが可能であったのは，約 100名であった。約 100名の出身大学
は，地方の旧国立大学と関関同立に集中しており，偏差値と基礎学力（中学・高等の学力）に相
関性があると人事担当者が言及された。一方，同社で総合職（営業職）を希望する場合は，筆記
試験よりも面接を重視しているがゆえ，筆記テストの点が低くても面接試験を受けさせている。
つまり職種によっても評価の視点が異なっていることが読み取れた。
　⑦面接に対しては，個別面談で一人一人に対するアドバイスを実施している方法が主流である。
先述の④会社説明会の中で触れたが，面接マナーといった技術・形式的かつ常識範囲での方法論
は，マナーの範疇で捉えられる。しかしながら，面接の本質とは，内定を得るか得ないかにおい
て核となる要素であり，学生自身の人となりや学生生活の集大成が評価される貴重な場となるの
である。学生と面談する側である教員・職員・専門職員等のコンサルテーション能力が非常に重
要になってくると考えられる。この個別面談に際して対応する側のスタッフの選別や支援体制と
方法論は，大学によって大きく異なる。
　⑧内定あるいは内々定により企業からの採用の意思表示を得ることは，昨今の厳しき就職状況
下において学生にとって非常に喜ばしいことであるが，ここでも大学側から学生への適切な指導
が必要である。ほとんどの大学は，内定後の対処についてガイダンス等で一定の説明をしたうえ
で，学生が内定の報告をしてくる際などに再度個別の指導を実施している。指導のポイントとし
ては，複数の企業から内定を受けているいわゆる重複内定での内定辞退の方法，または内定後の
内定承諾書，内定者懇親会，内定式等である。但し，一般的に内定式が 10月 1日を経過した後
に学生が進路を変更したり，留年したりするケースで企業へ辞退する場合も，少数であるが存在
するので，学生が卒業する時点まで内定に係る相談が必要となってくる。
　以上のように学生の就職活動の視点から大学側のキャリア支援を時系列的に概観したが，これ
ら以外にも，インターンシップを大学独自のプログラムとして，正課科目や正課科目外で実施し
ている場合や大学コンソーシアムのプログラムとして実施している大学もある。また昨今のグ
ローバル化に伴って，海外インターンシップを実施する大学もある。グローバルといえば日本人
学生のみならず，外国人留学生が一定数在籍する大学では，留学生用就職ガイダンスや支援の実
施もされている。また，学生の全てが卒業期において，企業を目指すのではなく，国家公務員や
地方公務員，中学校や高等学校の教員を志望する学生も少なくない。それゆえ，公務員試験対策
講座や教員採用試験対策講座をはじめ，各説明会等を実施する必要がある。例えば，外務省在外
公館派遣説明会，国際協力機構派遣説明会，警察官説明会，防衛庁（自衛官）説明会等も大学内
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で行なわれている。これらに加えて，キャリアセンタースタッフ自らが企業を訪問して，内定の
御礼と企業とのパイプづくり，また企業の近況や採用状況等のタイムリーな情報収集といった形
での学生支援も行なっている。
3‒2　大学におけるキャリア支援の課題
　大学のキャリア支援や就職支援の現場への問題提起として，末廣は，「2007年に大学に転進し，
キャリア教育・就職支援センターの立ち上げ，運営及び学内への働きかけ，学生の教育，相談等
に携わることになった。大学に来てみて，まず，このかつてないほどの雇用・就業形態の変化・
多様化の状況があまりにも学生・教職員に伝わっていないということに驚いた。」また，「教員を
巻き込んだキャリア教育の全学展開は，各大学のキャリア教育の関係者共通の大課題であり，そ
の大学でも模索が続いている。」，そして「キャリア教育とは，関わるほどにその多くの部分がま
さに本来の大学教育そのものではないかと考えているところである。それゆえ，大学をあげての
取り組みが不可欠である。」と，問題点を指摘している14）。
　これらの指摘を FDと SD論の視座に立って課題を解釈してみる。まず，最初の指摘にあるよ
うに，雇用・就業形態の変化・多様化の状況があまりにも学生・教職員に伝わっていない，理解
していない現状である。世界と日本の情勢，とりわけ経済情勢・雇用状況・労働環境の観点で自
らが置かれた立場を確認していないのである。若者を取り巻く環境は，不安定化とリスク化が進
展しており，それが経済・職業・教育・家族生活の領域につながっているのである。環境の不安
定化とリスク化から，生じている貧困拡大，二極化，格差社会，未婚，失業，非正規社員，ニー
ト，フリーター，少子化問題は軽視できないが，大学のステークホルダーたる学生はキャリア教
育に意識が低く，教職員はキャリアの問題をあまり理解していない現状である。少なくともキャ
リアという問題が先述の事柄にすべて有機的につながっていることを認識するべきである。2点
目の教員を巻き込んだキャリア教育の全学展開という指摘は，教員の意識改革が論点である。そ
もそもキャリア教育の専門教員は日本の高等教育機関でほとんど存在していないことを理解して，
全ての教員がキャリア教育に少なからず参画することが大切である。大学とは専攻の学問を探求
する場所であり，職業教育をする所ではないとする意見もあるが，中央教育審議会答申（2009）
「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（審議会経過報告）」が指摘する
ように，高等教育機関が社会・職業との関連を重視した実践的な職業教育の充実を図ることが重
要であると認識する必要がある。それに並行して大学でキャリア教育の担い手を養成することが
急務の課題である。担い手，つまりキャリア教育教員をどのように養成していくかは各々の大学
の課題となるが，キャリアに関連する経営，教育，心理学の研究分野を持つ既存の教員が学内的
コンセンサスをとった上で計画的に積み上げてゆくことが一つの方法論である。3点目のキャリ
ア教育は，大学をあげての取り組みが不可欠であると指摘している。これは，それぞれの大学が
アカデミックポリシーに応じて，キャリア教育の組織的展開を目指すことが有効である。これに
は先述の教員だけではなく，当然ながら職員のキャリア教育に関する知見や能力を高める必要が
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ある。公益財団法人日本生産性本部が 2011年 1月から 5月に実施した『大学におけるキャリア
支援に関するアンケート調査』14） の「各大学におけるキャリア・センター職員の育成施策につい
て」の設問で，「キャリア関係の外部研修会に参加させて育成している」67.5パーセントと最も
多く，次いで「キャリア関係の資格取得を奨励している」25.0パーセント，そして「とくに行
なっていない」とする大学が 15.0パーセント，「キャリア関係の教職員研修会を開催して育成し
ている」10.0パーセントの回答となっている。この設問の結果から，大学キャリア・センター職
員の育成施策は，外部研修会に参加させる程度に留まっていること，全く行なっていない大学も
現存していることが読み取れる。職員のキャリア教育と能力育成という課題は，大学組織の一の
部署となるキャリア・センターだけの問題に留まらす，大学全体で取り組んでいかなければ改善
されない様相を呈している。そして，同設問で「キャリア関係の教職員研修会を開催して育成し
ている」10.0パーセントにあるように，僅か 1割の大学のみがキャリアに特化した研修会を実施
しているに過ぎないことからも，職員がキャリアに関する知見や理論を習得していない現状を推
測することができる。大学キャリア・センターに配属された職員は，少なくとも職業相談上で必
要となるキャリア教育の基礎的な知識の習得とに努めるべきである。
　国の施策に目を向けても，厚生労働省は，2007年から地方労働局主催で，ハローワーク職員
を対象とするキャリア・コンサルティング技法等の研修を開始している。このキャリア・コンサ
ルティング研修は，講義を中心とする基礎研修 14時間と自己学習，および演習を中心とする応
用研修 21時間と相談窓口での OJTで構成されている。この研修プログラムのシラバスをみると，
キャリア・コンサルティングを行なうための基礎知識として，パーソンズの職業選択理論15），
スーパーの職業的発達理論16） 等の理論理解で 4時間の講義が割り当てられている17）。このように
地方労働局（所）のハローワーク職員においても徹底して，職員の相談技法の向上を目的とした
施策が行なわれているにもかかわらず，大学の 15パーセントが特に育成施策を行なって現状は，
大学のキャリア支援に関して軽視できない課題である。
　以上のような末廣（2011）が指摘した課題に加えて，大学と企業間での意識のギャップがある。
株式会社学情の 2011年調査18） によると，採用基準として重視するポイントは何かの質問に対し
て，16項目の選択肢の中で，最も比率が高かった項目は，「人柄（明るさ・素直さ等）」78.1パー
セント，次いで，「コミュニケーション力」が 77.9パーセントである。そして，「入社後の可能
性」31.2パーセント，「思考力」23.4パーセントと続くが，「人柄とコミュニケーション力」が突
出した結果である。また，先に掲載の経済産業省事業 2009年調査において，「産業界（企業等）
が大学でのキャリア形成支援にどのようなことを期待しているとお考えですか」の設問に対して
の回答は，「コミュニケーション能力等の基本的スキルの向上」68.6パーセント，「職業観・勤労
観の醸成」63.7パーセント，そして「マナーやモラルの向上」34.1パーセント，「大学生として
の基礎的な学力向上」31.4パーセントと続くが，「コミュニケーション能力等の基本的スキルの
向上」が特に比率が高い結果となっている。以上 2つの調査報告結果に共通していることは，
「コミュニケーション力・コミュニケーション能力等の基本的スキル」の部分である。つまり，
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企業 1,169社である企業担当者も大学 408の教学組織担のいずれもが，キャリア形成支援・就職
支援において学生が身につけるべき力は，コミュニケーションに関する能力であると認識してい
る。しかしながら，同経済産業省の調査において，「キャリア形成支援において，どのような効
果・成果がでていますか」の設問においての回答は，19項目の選択肢の中で，最も比率が高
かった項目は，「就職活動への取り組み姿勢の向上」46.2パーセント，次いで，「職業間・勤労観
の醸成」が 41.2パーセントである。そして，「全般的な意欲の向上」22.7パーセント，「自己理
解の深まり」22.1パーセントと続き，「コミュニケーション能力等の基礎的スキル向上」13.7
パーセントで 9番目の数値となっている。つまり企業と大学双方は，学生が身につけるべき能力
が「コミュニケーション」であると認識しているにも関わらず，効果と成果が伴っていない結果
となっているのである。そして，大学側は，学生にいかにして，どのようにして「コミュニケー
ション力」を教育するか，養成するかを試行錯誤している段階ともいえる。
　コミュニケーション能力という定義において，企業側と大学側それぞれが理解・認識するもの
に差異が生じているために，こうした結果を招いているかも知れない。その課題解決こそが高等
教育論における一つのリサーチ・クエスチョンとなっているのである。
第 4章　企業が期待するキャリア教育
　企業側の視座からの大学キャリア教育への要望や人材育成とは何かを把握するために，採用担
当者に対して聞き取り調査を実施した。
日　時：2011年 12月 5日～2012年 3月 2日
対　象： 首都圏：京都府・大阪府に本社をもつ製造業，卸売業，小売業，サービス業から 50
社
対象者：人事採用担当者
聞き取り内容
 1．海外への事業展開について
 2．海外でのキャリアパスについて
 3．語学力の評価について
 4．社内研修・OJT・OFFJT
 5．語学や異文化間適応力のニーズ
 6．会社の強みと特徴
 7．海外インターンシップへの興味
 8．その他（大学や学生へのニーズ等）
　ここでは，上記質問のうち 4．8．に焦点を絞り，インタビュー内容から企業内人材育成の現
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状，そして大学キャリア教育への要望や期待することを確認する。
　まず企業内人材育成の現状として，質問項目 4．社内研修・OJT・OFFJTに関する問いに対す
る回答は，50社全ての企業が何らかの研修を実施している，であった。それぞれの企業の研修
は，千差万別であり，50社 50通りの方法をとっている。企業研修の考え方，その形態と内容，
また支援の方法も違いがあり，一様ではない。インタビュー調査の 50社の内，特に企業研修が
充実していると考えられる企業 3社と，逆に充実度が低いと考える企業 3社を事例としてあげて
みる。ここでの充実とは，会社側の支援の程度を意味するものであり，会社側が個人に対して提
供している組織的枠組みと制度，そして投資する機会・時間・費用の程度が大きいものである。
充実度が低いとは，こうした意味での程度が小さいものである。まず，充実した 3社の特徴は，
上場企業・従業員規模が大きい・福利厚生面の充実度が高い・収益率が高い，であった。逆に研
修の充実度が低いと考えられる企業の特徴は，非上場企業・従業員規模が小さい・経営状況が不
安定，である。まず，研修が充実した企業として A・B・C社の教育体制・研修制度をあげてみ
る（表 1参照）。多少の違いはあるが，概ね 3つの枠組みで構成されており，①入社後の経験年
数や職位によっての階層別研修制度，②全社員に共通する研修，そして③自己啓発・能力開発支
援に大別している。①入社後の経験年数においては，新入社員研修が種類・内容・期間など最も
充実させており，A社の場合，新入社員は自社の研修センターにて入社後 1ヶ月間の合宿が実施
される。この 1ヶ月間の合宿では，社会人として必要なスキル（一般常識・マナー・プレゼン
テーション・レポートの書き方），基礎知識（商取引・経済・財務・法律）の習得と自己啓発，
会社理解（会社理解・部門概要・人事等諸制度）を徹底的に学ばせるプログラムが組まれている。
B社の特徴は，語学とファイナンスの研修制度に力点を置いていることである。特にファイナン
スの研修制度が充実していう上に，MBA取得のための支援制度が群を抜いている。それは，毎
年 1名を社内公募にて選抜し，選抜者が大学院ビジネススクールに入学した後の 2年間に係る全
ての授業料並びに会社から大学院までの交通費まで支給するものである。つまり授業料だけで 2
年間 300万円程度を補助している。C社の特徴としては，部門・部署別研修制度を確立しており，
個人が配属されている部署ごと，たとえば研究・営業・生産・管理等それぞれに特化した研修を
実施している。
　次に，充実度が低いと思われた D・E・F社の研修制度場合，3社ともに会社側が個人に対し
て提供している組織的枠組みと制度，そして投資する機会・時間・費用の程度が小さい。しかし
ながら，そうした点を補う方法論として自己啓発を促進している。例えば D社の場合，3.11震
災以降の業績低下によって経営状況が極端に悪化している。こうした理由により従前のような従
業員に対する人材育成費用の投資が困難となっており，社内研修の一環として自己啓発の時間を
提供する方法をとっている。時間の提供とは，指定休日や有給とは異なる形にて休日や半日休暇
を半強制的に与える。但し，休日は，必ず学びのために時間を使うこととする。学びの対象や方
法論は個人の裁量にまかせるが，自己啓発と自己学習の時間として過ごすことを条件にしている。
E社の場合は，社内にサークルが複数できており，野球やフットサルといったスポーツ系，そし
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て ESSや中国語といった語学系のサークルが積極的に活動している。D社と同様に会社の規模
も小さく，経営状況も良くないゆえサークルへの補助金はわずかなものである。しかしながら，
スポーツ系では，身体力やチーム力を鍛錬することに繋がっているし，語学系ではビジネス上で
必要とされる実践的語学力を高めることに成果がでている。最後の F社の場合，製造・販売業
を営んでいる関係上，毎年数名の中国人研修生を受け入れている。研修生は，1年から 2年間日
本に滞在することになり，業務上も生活上もサポートと支援を担当する社員が必要となってくる。
このサポート業務を担当するのが，新入社員や若手社員であり，同じ立場で協働することでお互
いが切磋琢磨し能力向上に繋がっている。人事担当者いわく，特に日本人社員が職場においても
生活の場においても中国語を使わなければならないので，語学学校へ通わせるよりもコストと効
果の面で一石二鳥であると言及している。
　次に大学キャリア教育への要望や期待することを，質問項目 8．その他（大学や学生へのニー
ズ等）に対するインタビューより確認してみる。企業がキャリア教育，キャリア支援において期
待すること，要望していることについては，インタビュー企業 50社のほとんどが共通していた
が，産学連携の重要性の認識とその連携強化を促進することであった。G社人事担当者は，著者
の訪問を歓迎するとともに，企業訪問の重要性を主張し，企業担当者と大学キャリア支援スタッ
フの連携が学生の内定獲得へ影響することを示唆している。同様に H社の人事担当者は，企業
訪問の重要性を述べた上で，大学キャリア支援担当者の訪問回数が少ない大学への苦言を呈して
いる。それから H社が近年採用している大学は，関西エリアの関関同立と関西外国語大学，そ
して関東エリアの法政と立教大学だけである。採用方法は，H社人事担当が先述の 7つの大学へ
赴き，学内で企業説明会を実施するが，その中に参加した学生だけが選抜対象者となる。つまり
一般公募の学生をほとんど採用していないということである。何故，7つの大学が対象になって
いるかの質問に対する回答として，一言でいうなら積極的姿勢であるという。具体的に言えば，
7つの大学は，同社への企業訪問回数もさることながら，訪問時の教職員が積極性があり，人材
レベルが相当高いという。ここでの積極性とは，自大学のキャリア教育の特徴や育成された学生
のアピール，そして学内企業セミナーへの招聘依頼，今後の連携強化へのアプローチ等をひたむ
きに説明される姿勢であり，人材レベルの高さとは，プレゼンテーションの優秀さと同社の企業
研究の深さである。人事いわく，失礼な言葉かも知れませんが，7つの大学以外のキャリア支援
スタッフの訪問も頻繁に受けていますが，中には，いったい何のためにお越しになられたのかと
疑いたくなる方もおられます。訪問してくる担当者を見れば，その大学のレベルやキャリア教
育・支援への考え方と姿勢が読み取れると言及している。
　最後に I社の場合は，新卒採用時において 10月 1日の内定式以降に，わずかであるが内定辞
退があるという，社会的モラルの意味でその学生と所属大学に対して腹ただしいが，どうするこ
ともできず早急な欠員補充への対応が必要となる。そうした場合に，大学キャリアスタッフとの
日頃の繋がり，人間関係とパイプが重要であり，同社は必ずといって良いほど，某大学のスタッ
フへ欠員補充の依頼をする。依頼をした場合，全てのケースにおいて素晴らしい学生を紹介して
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くれるので，社内的にも個人の立場としても満足の行く結果となる。大学側にとっても学生 1名
が内定を獲得できたので，双方にとってのメリットが大きいといえる。このようにして I社と某
大学の更なる連携が深まってゆくのである。事実，著者の場合も，今回の訪問によるインタ
ビューの中で，著者所属大学に留学生が多いことを確認した I社人事担当者は，自ら留学生のイ
ンターンシップ受け入れを申し出られた。
　以上のようにインタビューから，人材育成について全ての企業は，各々の方法により注力して
いること，また大学側に要望し期待していることは，大学と企業の産学連携を強化し密度の高い
関係を構築したいと考えていることである。
第 5章　大学のキャリア支援の課題解決に向けて
　以上のように本稿では，大学のキャリア教育におけるキャリア支援で何が必要とされ，何が課
題となっているかを先行研究の指摘，複数の団体によるアンケート調査・分析，大学キャリア支
援の現状確認，企業訪問のヒアリングの査・分析等により明らかにしてきた。その結果，得られ
た知見は，次の 3点に集約できる。第 1に産学（官・地域）連携強化や人材育成分担，第 2に教
員と職員の協働と連携の重要性，第 3にキャリア支援スタッフの専門化と高度化である。
5‒1　産学（官・地域）連携強化や人材育成分担
　第 1の産学（官・地域）連携強化や人材育成分担であるが，まず今日の大学キャリア支援は，
産官並びに地域の協力なしにて成り立たない現状である。3章で確認したが，正課科目である
（表 1）企業の教育体制・研修制度例
階層別研修制度 全社員に共通する研修 自己啓発・能力開発支援
入社前教育
新入社員研修
部門研修
OJT研修
新入社員フォロー研修
契約社員研修
若手社員研修
OJTリーダー研修
年代別キャリアプラン研修
海外赴任者研修
新任課長・所長研修
管理者マネジメント強化研修
昇格候補者研修
経営幹部育成研修
メンタルヘルス教育
人権・セクハラ等教育
社外講習会
社外セミナー
学会等
社外スクール
英会話クラス
TOEIC
通信教育
Eラーニング
ビデオライブラリー
図書斡旋
資格試験受験補助
合宿
海外要員育成支援
部長戦略力強化支援
経営幹部育成支援
MBA取得制度
出典：企業訪問を行なった専門商社 5社の教育体制・研修制度をモデルにして著者が作成。
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キャリア形成科目等では，現役の実務家を招いてオムニバス方式で講義している。当然であるが，
講義を担当してもらうために，さまざまな業界と企業に講師依頼をしなければならない。また，
正課外としての就職ガイダンスや就職講座を実施する上で，外部講師を招聘する場合に講演者・
講師を担うのが企業担当者である。OB・OGとして講演者・講師の依頼をする場合も OB・OG
が所属する企業・団体20） を経由する必要がある。先に OB・OGに直接声をかける場合であって
も，卒業生自身が所属企業・団体内にて承諾を取らねば，大学へ出向くことができない。いづれ
にしても大学と企業・団体の間で共通のコンセンサスが必要である。そして，学内企業セミナー
や学内企業説明会等でも多くの企業担当者を学内へ招聘する必要性が生じるのである。著者所属
大学は，2011（H23）年度の就職希望者数 626名である。この就職希望者に対して同年度に外か
ら招聘した企業 89・団体 6で合計 95企業・団体に及んでいる。2012年 2月 8日～18日の 8日
間の間でこれだけの企業が一つの大学に集まり，それぞれの企業・団体が大学と学生に接点をも
つことになる。また第 2章で確認したが，就職支援に関する相談窓口担当者としての専門家を採
用・配置している大学が急激に増加している。また相談窓口担当者に企業等の人事担当経験者を
採用・配置している大学が増加している。双方のスタッフ確保においても企業・団体との連携や
関係が必要となってくる。それから本稿では，今回取り上げていなかったが，産官学連携教育の
中核となっているインターンシップ実施においても，必要不可欠となってくる。インターンシッ
プも多様性をましており，国内インターンシップでは，企業での実習だけではなく，外務省や文
部科学省等の省庁での実習も実施されている。またグローバリゼーションの進展に伴い，国外イ
ンターンシップを実施する大学も徐々に増加している。著者所属大学でも 2011年度夏期海外イ
ンターンシップ・プログラムとして，2011年 8月上旬～9月中旬の約 3週間，イギリス（ロンド
ン）・スペイン（マドリッド）・フランス（パリ）・ドイツ（フランクフルト），そしてメキシコ
（グアダラハラ）ならびに中国（北京）の現地日系企業にて就業体験を実施している。このよう
に企業との連携は国内に留まらない現状となっているのである。さらに，第 4章で確認したが，
大学側のキャリアスタッフとして教員と職員は，企業訪問を実施する必要性がある。企業訪問に
は，大学側にいくつもの目的と意義があるが，企業連携の視座にたってその目的と意義をとらえ
れば，まず自大学の存在と姿勢をアピールすることに繋がる。それから大学と企業双方間の情報
収集と情報共有による相互理解が可能となる。そして相互の関係性が密接になることから，大学
の正課科目と正課科目への講師派遣や説明会参加等への企業・団体の参加，インターンシップの
受け入れやコーディネート等の相互支援，別の言葉で表せば，コーオプ教育が可能となる。つま
り産学連携での人材育成の分担に繋がることになる。そして，更に相互連携が進展することで，
たとえば一般公募以外での募集による選考，追加募集や欠員補充時の募集による選考や採用と
いった優位性が派生することになる。
5‒2　教員と職員の協働と連携の重要性
　第 2の教員と職員の協働と連携の重要性であるが，あらためてキャリア支援をする側のスタッ
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フをあげてみる。それらは，教員・職員・専門職員・キャリアカウンセラー・キャリアコンサル
タント・就職活動を終えた先輩学生・卒業生・父母・社会人等である。社会人には，企業の人事
担当者をはじめ，営業マン，公務員，起業家，プロの通訳や翻訳者等学生を取り巻く多くの人が
含まれる。こうしたキャリア支援上で何らかの形で学生と接点をもつステークホルダーの中，と
りわけ密接な関係にあるのは，大学にて学生を直接指導する教員と職員の存在である。まず教員
のキャリア教育への直接的参入はいつ頃はじまったのであろうか。第 1章で確認したが，
1999年に，文部科学省中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育の接続改善について（接
続答申）」において，文部科学行政関連の審議会報告としてはじめて「キャリア教育」という 
言葉が登場した。翌年 2000年 6月に文部科学省より「大学における学生生活の充実方策につい
て」21） の報告が出され，大学における「キャリア教育の充実」が明言された。また同年の大学審
議会答申「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方」22） によって「（キャリア教育を）
大学の教育課程全体の中に位置づけて実施している必要がある」と必要性が提言されている。こ
のような流れの中で大学の就職部がキャリア・センターへ移行されてゆき，同時にキャリア関連
科目の正課科目への導入が進展している。そして，先に提示した日本学生支援機構 2005年度 11
月の調査から，2005年頃には，国立 81.4パーセント，公立大学 51.6パーセント，私立大学 71.4
パーセントと多くの大学にて，キャリア形成支援が授業科目として取り入れられたのである。お
おむねこの時期キャリア科目の導入とキャリア教育への教員の直接的参入が図られたと仮定すれ
ば，2012年 9月現在で 7年程度しか経過していないことになる。キャリア教育科目を担当する
教員のバックグラウンドや雇用形態には，多様な組み合わせが考えられる。例えば，バックグラ
ウンドでは，教員採用前の状況として，大学院修了者・官公庁・民間企業・自営業・研究員・ポ
ストドクター・高校や専修学校・その他等がある。雇用形態にも専任教育・任期付教員・非常勤
教員等がある。またキャリア科目を担当する教員が大学組織の一部であるキャリア・センターの
長を兼任する場合や，キャリア・センターの専門教員として配置している場合もある。つまり
キャリア科目を担当する教員の立ち位置によって，大学内でのキャリア支援の方法論が大きく異
なるのである。キャリア科目を担当する教員が民間企業出身者である可能性も高いことから，現
在の民間企業出身の教員割合を確認しておく。文部科学省の学校教員統計調査23） によると，平
成 21年度間（平成 21年 4月 1日～平成 22年 3月 31日）に大学に採用された教員数は，11,066
人である。その内民間企業出身者は 1,048人（9.5パーセント）を占めている。同調査の平成 18
年度間は，採用された教員数 11,528人に対して民間企業出身者 1,717人（14.8パーセント）であ
る。教員のキャリア教育への直接的参入が始まったと思われる 2000年頃をみると，平成 12年度
間の採用された教員数 10,289人に対して民間企業出身者 1,995人（19.4パーセント）である。昨
今においては，民間企業出身の教員採用が減少していることがうかがえる。こうした現状をみる
とキャリア教育を担当する民間企業出身者教員，いわゆる実務家教員が大学の教育現場意に一定
数定着したと考えられる。
　一方職員のキャリア支援への関わり方は，谷田川に詳しいが，1960年代から 1970年代におい
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て，ようやく大学の就職指導が機械的な就職先の「斡旋から指導」へと変化していった時期と考
えられる。その後，1980年代に入り，1982年に雑誌『厚生補導』も『大学と学生』に名称変更
となった。この時期に「学生厚生補導」の中での「就職指導」が重要視されるようになっている。
1980年代前半のこの時期から日本の空前の好景気から 1990年代初頭のバブル崩壊までに実施さ
れていた就職部が学生に提供していた就職資料・就職活動ガイド等の文献をみると当時と現在の
就職支援の基本は，何ら変化していない。ITの進化によりインターネット，WEBや携帯等のモ
バイルがツールで使用されている以外に大きな違いは見当たらない。つまりこの 30年間におい
て大学職員が就職部やキャリア・センターに配属されて学生に支援してきた支援内容は，基本的
に同じである。但し，2006年度頃より，キャリア教育の中に主にキャリア形成支援を担う形で
教員が直接的に参入してきたことで，双方の役割分担と協働の必要性が生じてきたのである。教
員と職員との協働の必要性に関して，伊藤は，職員は就職支援の専門職となりえるが，教育的視
点を身につけるためには相当な学問的経験が必要である。また教員は，アカデミックな視点から
の学生支援は十分可能であるが，広く産業社会全体をとらえ，その上で個々の学生のキャリア開
発に結び付けていくことは，そのことを専門分野としている教員でなければとても困難であると
いわざるをえないと指摘している24）。また山本のアンケート調査において25），「近年，大学の業
務処理（教育・研究に直接関わるものを除く）について，教員と職員の協働の必要性が叫ばれて
いますか，あなたはこのことを一般論としてはどのように考えますか」の設問に対しての回答は，
「職員が教員とともに企画・立案に参画し，それに基づいて実施するのがよい（教職協働）」85
パーセント，次いで，「職員が法令や学内規則等に沿って，主体的に企画・立案し実施するのが
よい（職員主体）」8パーセント，そして，「教員が企画・立案し，それに基づいて職員が実施
（事務処理）するのがよい」4パーセント，「その他・不明」3パーセントの結果である。それに
続く設問，「上記に関連して，次の業務では教員と職員との業務分担は，原則としてどのように
すればよいでしょうか」に対する回答は，（学生（入試・就職を含む）系）に関しては，「教職員
協働」85パーセント，「教員が企画立案」11パーセント，「職員が企画立案」6パーセントであり，
（財務・経理系）に関しては，「教職員協働」26パーセント，「教員が企画立案」1パーセント，
「職員が企画立案」73パーセントの結果である。以上の調査結果から，（学生（入試・就職を含
む）系）に関しては，教職協働で実施することがよいと認識できる。また，山本（2012）では，
教職協働において，財務系の仕事は職員が主体となり，学生系分野は教員がイニシアティブを取
るわけでもなく，職員がイニシアティブ取るわけでもなく，協働でやるべきであると言及してい
る26）。
　以上のように，学生と直接に接点を持った形にて，支援と指導を行なっているキャリア・セン
ターで，キャリア支援とキャリア形成支援を推進，展開してゆくためには，教員と職員が協働し
て役割を分担する形こそ最良の方法と考えられているのである。お互いの特性や役割を十分に認
識したうえで，また組織の特性も配慮した形にて，教職協働を実践することが効果的であると示
唆されている。
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5‒3　キャリア支援スタッフの専門化と高度化
　第 3のキャリア支援スタッフの専門化と高度化は，第 2章第 3章を通じて確認されているが，
組織論27） 並びに SD28） （スタッフ・ディベロップメント）論との問題点も含めて推進する必要が
ある。伊藤によれば，就職担当部署の「役割」に変化が生じており，これまでのキャリア支援を
行なってきた就職担当部署では対応できなくなってきた。また「担当者」としての大学職員に，
その専門性を問う大学は，ほとんどなかったように思われる。大学職員として採用された人員を
就職担当部署に配属し，数年程度の人事ローテーションによって他部署へ異動する形態は，現在
もそのような状況であるといってよい。また，就職担当職員の職務分掌規程の「内容」は，現在
においても各々の大学で大きな違いはないと思われる。このように「役割・担当者・内容」の 3
つの点を指摘している29）。その他，日本キャリア教育学会編では，担当職員の資質・能力向上の
必要性が強調されている30）。また，労働政策研究・研修機構の調査研究31） では，「職員の就職指
導・キャリア形成支援についての専門性を配慮した人事異動は行われていますか」の設問で，
「はい」と回答した内訳，「国立 12.0パーセント，公立 6.4パーセント，私立 31.8パーセント（大
学創立年度 1950年～1990年），私立 41.9パーセント（大学創立年度 1990年～）」といった結果
となっており，まだまだ専門性を配慮した人事異動が行われていないことが伺える。こうした課
題を鑑みて，大学側が主体となり担当職員のスキルアップを援助し，専門的技術を身に備えた専
任職員へ育てていくことが必要となっているのである。事務職員の能力育成の観点からは，大学
アドミニストレーター32） を養成することが，大場33） や篠田34） そして，山本（2004）35） によって論
じられているが，いずれの研究においても，大学全体の行政管理の人材育成としてとらえており，
キャリア・センターに特化した専門職育成や獲得・育成すべき能力の研究がなされていない。こ
の点を補完した先行研究として，近森を確認する。近森によれば，キャリアセンタースタッフが
高度専門職として，力をつけていくためには，労働市場，雇用環境，学部教育，青年の発達につ
いて深い理解が求められるし，またカウンセリングのスキルについての研鑽が求められる。業務
を進める上では，高度な企画力や運営力，業務創造の力量も必要である。そして，これらの能力
形成を養成する上で専門スキルとビジネススキルの 2つそれぞれを体系的にまとめている（表 2
参照）36）。専門スキルだけで，調査分析，労務行政・雇用情勢の理解・キャリアカウンセリン
グ・テーマ別リサーチの 4項目があり，その達成年限には，3年以上と習得が容易でないこと予
測できるものもある。立命館大学は，2013年度版大学ランキング「事務局長からの評価ランキ
ング」37） の「事務職員力が優れている・職員の能力を生かして発展」の項目で 1位（2011・2012
年度版も同様）を確保しており，職員の専門性強化への支援体制や教育環境は群を抜いている。
ベンチマークとしても，最高レベルの模範とすることができる。立命館大学の大学大学行政研
究・研修センターは，職員の業務と管理運営そのものを研究・研修の対象として，職員自らがそ
れらを実践的，論理的に解明する「職員による，職員のための，職員の」実践的研修センターで
ある。こうした職員の能力開発を担う組織を大学内に持ち合わせている同大だからこそ，所属す
る大学職員は自発的な自助努力だけに頼ることなく，組織的な自己啓発をはかることが可能と
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なっている。
　しかしながら，全ての大学が立命館大学と同じように職員の能力育成の組織的体制が整ってい
る訳ではない，また大学内で職員育成・人材育成という方針か明確に共有され，そのミッション
を伝え活動を支える枠組みや仕組みが出来上がっている大学が多くないのが現状である。とりわ
け中小規模大学における職員の能力開発・育成は，多くの大学での課題となっている。著者が効
果的だと考えるキャリア支援スタッフの専門化と高度化は，2つの方向性がある。1つは，総合
大学型で立命館大学・早稲田・東京大学などが該当するが，全学的職員養成組織・行政組織を持
つ所が主体となって高度専門職員を養成するものである。2つ目は，中小規模大学型で，大学間
連携・教職協働により個人の能力育成よりも専門職員組織に重点を置くものである。前者はより
個人の能力特性を上げることに重点を置いており，後者は個人の能力特性よりも組織としての力
を上げることに重点を置くものである。つまり総合大学型においては，キャリア支援の担い手と
して，アカデミックな視点からの学生支援を可能とする専門職員の養成が可能である。（表 2）
に記載されているような専門スキルとビジネススキルを全て習得するには，相当な年数が必要と
考えられるが，組織及び個人の両面からの相互補完によって可能であろう。中小規模大学型では，
大学間連携・教職協働という視座にたって職員の養成と職員組織の養成を並行して行なうことが
効果的である。例えば大学連携では，大学コンソーシアム京都のような大学連携組織が事業展開
（表 2）立命館大学キャリア・センターの専門スキルとビジネススキル
※コンテンツ①～⑤は専門スキル，⑥～⑬はビジネススキル。
コンテンツ 形態 講師 内　　　容 達成年限
①調査分析 研修 教員 アンケートを中心とした調査・分析の手法 3年
②労務行政・雇用情勢の理解 課題 部内 労務行政，雇用情勢の理解 1年
③キャリアカウンセリング 研修 学外 プロとしてのキャリアカウンセリングの修得 3年
④テーマ別リサーチ 課題 課長
職制と協議のうえ，キャリア・センター業務に関
わるテーマ別設定を行い，リサーチを行なう。
3年以上
⑤文章作成 課題 部内 ビジネスレター，レポート 1年
⑥ ITスキル
課題 部内
ITスキル（エクセル・ワード・パワーポイン
ト・ネットスケイプ）
1年
⑦業務の進め方 研修 部内 稟議，提起，会議の理解と運営，会計処理など 1年
⑧高度教育情勢の理解 課題 部内
文部科学省，関連省庁の政策と行政の利器ア，社
会的ニーズと国際的な動向の理解
1年
⑨提起文書・企画書作成 課題 部内 提起文書・企画書の作成 3年
⑩上級 ITスキル 研修 部内
アクセス，エクセル（統計処理），パワーポイン
ト（プレゼン含）
3年
⑪戦略的論理思考スキル 研修 学外 ロジカルシンキング，仮説検証プロセス 3年
⑫プロジェクトマネージメント 研修 学外 プロジェクトマネージメントの理解と演習 3年
⑬調査分析 研修 教員 アンケートを中心とした調査・分析の手法 3年
出典： 川本八郎・近森節子『大学行政論Ⅰ』126‒128ページ所収の立命館大学キャリア・センターのスキル
アップ・プログラム制度を参考に著者が作成。
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しているプログラムへ参加する。大学コンソーシアム京都の SD関係事業は，福岡38） に詳しいが，
大学職員共同研修プログラム，SDワークショップ型研修，大学アドミニストレーター研修プロ
グラム等があり，大学コンソーシアム京都加盟の大学・短大の 50校の職員が効果的に利用して
いる。これらは，大学連合というスケールメリットを生かして，1つの大学だけで，研修プログ
ラムを実施するよりも経費や労力の軽減が可能となっているものである。そして教職協働という
点では，所属する大学組織の教員と職員双方の人的資源を分析して，効果的かつ合理的に組織を
運営する上で最良の方法を見出すことである。これには，組織論・組織行動論・経営組織論・人
的資源管理論・経営戦略論など経営的視点や教育学・政策科学の知見も必要となってくるが，有
機的に機能する組織をつくることを目的とする。中小規模大学においては，現存する人材の力を
統合的に集約することにより専門職員組織の養成が可能となる。
今 後 の 課 題
　本稿は，現在の大学で行なわれているキャリア支援の現状を把握し支援現場での課題を抽出し
て，その改善の方策を検討することを目的とし，先行研究のレビューや文献調査やアンケート分
析を実施した。その結果 3つの課題を確認してその改善についての方向性を提示した。ただし，
本稿の研究成果は，次のような課題があると考える。まず，第 1に産学（官・地域）連携や人材
育成は，産学連携論の枠として，教員と職員の協働と連携については，組織論の枠組みとして，
またキャリア支援スタッフの専門化と高度化については，SD論の枠組みとして捉えることが可
能である。つまり今回の 3つの課題に対しては，より専門的な理論やアプローチにより掘り下げ
た実証の可能性を残しているということである。今後は，こうした 3つの課題に対して，より完
成度の高い実証研究を実施していく予定である。
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